
１ .令和4年度社会保障関係費の全体像
令和4年度の社会保障関係費は、令和4年度診療報

酬・薬価等改定等の様々な改革努力を積み重ねること
により、令和3年度社会保障関係費（足元の医療費動
向を踏まえ医療費にかかる国庫負担分を▲700億円程
度減少させたベース）と比較し、＋4,400億円程度

（年金スライド分除く）としており、社会保障関係費
の実質的な伸びを「高齢化による増加分におさめる」
という方針に沿ったものになっている。

２．令和4年度診療報酬・薬価等改定
令和4年度診療報酬改定においては、看護の処遇改

善と不妊治療の保険適用を実現するとともに、通院負
担の軽減につながるリフィル処方箋の導入等によりメ
リハリある改定を行い、改定率を0.43％（国費292
億円）とし、国民の保険料負担を抑制。薬価等につい
て市場実勢価格を反映する等により▲1.37％（国費
▲1,570億円）とする。

３． 看護、介護・障害福祉、保育等に
おける処遇改善

新型コロナ医療対応等を行う医療機関の看護職員、
介護・障害福祉職員、保育士等について、「コロナ克
服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19
日閣議決定）を踏まえ、令和4年10月以降、収入を
3％程度引き上げるための措置を実施。これらの処遇
改善に当たっては、予算措置が執行面で確実に賃金に

反映されるよう、適切な担保策を講じる。
（注1） 例えば、賃金改善の合計額の3分の2以上は、基本給又は決

まって毎月支払われる手当の引上げにより改善を図るなど、
それぞれの制度において適切な措置を講じる。

（注2） 上記の取組等を踏まえ、社会福祉法人についても、職員の処
遇改善を促すこととする。

４．令和4年度雇用保険制度
雇用保険（失業等給付）の国庫負担については、雇用

情勢や雇用保険の財政状況に応じた国庫負担割合とする
中で現行の負担割合を維持するとともに、予算で定める
ところにより一般会計からの任意繰入を行うことができ
る仕組みとし、保険料率については、段階的に引上げ。

５．新型コロナウイルス感染症への対応
「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和

3年11月19日閣議決定）に基づき、いわゆる「16か
月予算」との考え方で、令和3年度補正予算と一体と
して、新型コロナウイルス感染症の拡大防止策等に万
全の対策を講じる。

（１） 保健所の人員体制強化、地方衛生研究所
の機能強化

6.4億円（3年度：5.6億円）
〈一部その他の事項経費における対応〉

－　感染拡大時に保健所業務を支援することのでき
る専門人材の派遣体制を強化するとともに、人材
派遣の名簿登録者に対する積極的疫学調査を中心
とした保健所業務に関する研修を引き続き実施。

令和4年度 
社会保障関係予算のポイント
主計局主計官（厚生労働第一担当）　一松  旬
主計局主計官（厚生労働第二担当）　田中  勇人
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（２）国立国際医療研究センターの体制強化
14.3億円（3年度：12.7億円）

－　国立国際医療研究センターにおいて、国立感染
症研究所と互いに連携・補完しつつ、新興・再興
感染症に関する臨床研究を推進し、診断薬、治療
薬、ワクチンの開発に迅速に取り組むとともに、
総合的対策を遂行する体制を構築。

（３） 新型コロナウイルス感染症に対応する水
際対策等の推進

217億円（3年度：207億円）
〈一部デジタル庁計上分を含む〉

－　新型コロナウイルス感染症に対し、国内への感
染者の流入を防止するため、検疫における検査体
制の確保を行うなど、水際対策を強化。（強化
分：95億円（3年度：91億円））

６．社会保障の充実
「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月8日

閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針
2019」（令和元年6月21日閣議決定）等を踏まえ、令
和元年10月の消費税率の引上げによる増収分を活用
し、社会保障の充実を実施する。

（１）令和4年度における「社会保障の充実」
ア　看護職員・介護職員の処遇改善（再掲）

イ　不妊治療の保険適用
診療報酬（本体）：120億円（公費）（新規）

薬価：54億円（公費）（新規）
－　令和4年4月から不妊治療の保険適用を実施。

適切な医療の評価を通じて、子どもを持ちたいとい
う方々への、不妊治療に対する安心と安全を確保。

ウ　 子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置
81億円（公費）（新規）

－　国民健康保険の保険料（税）について、子ども
（未就学児）に係る被保険者均等割額を1／2に減
額した保険者に対し、その減額相当額を公費で支
援する制度を施行。

エ　医療情報化支援基金
735億円（公費）

－　医療保険のオンライン資格確認等の普及促進及
び令和5年1月からの電子処方箋の運用開始にあ
たって、医療機関・薬局のシステム整備を支援す
るため、医療情報化支援基金を措置。その際、電
子処方箋の運用にあたっては、多剤・重複投薬の
削減や薬剤の適正使用に資するものとする。

（２） 令和4年度における「新しい経済政策
パッケージ」

・　高等教育の無償化
5,196億円（3年度：4,804億円）

－　少子化に対処するための施策として、消費税率
引上げによる財源を活用し、真に支援が必要な低
所得世帯の大学生等に対し、高等教育の無償化を
実現するため、授業料等減免及び給付型奨学金の
支給を合わせて措置。

７．その他各歳出分野における取組
各歳出分野において、メリハリ付けを行いつつ、必

要な予算を措置。

（１）医療
ア　ドクターヘリの導入促進、ドクターカーの活用促進

76億円（3年度：75億円）
－　1県での新規導入を含むドクターヘリの運行に

必要な経費を確保するとともに、ドクターカーの
活用促進に向けた検討を開始。

イ　PMDA審査等勘定運営費交付金
23億円（3年度：22億円）

〈その他の事項経費における対応〉
－　海外査察業務など既存事業を見直したうえで、

迅速なワクチン実用化に資するガイドライン策定
部門や後発医薬品の法令違反を踏まえた製造業者
に対する調査体制の強化を行う。
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（２）介護
ア　介護人材の確保施策の強化

206億円の内数（3年度：206億円の内数、公費）
【地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）】
－　地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）

における事業メニューとして以下のものを追加。
・高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用に

向けた仕組みである「共生型サービス」につい
て、その普及促進のために必要な取組を支援

・ICTを活用した事業所の業務効率化を通じた職員
負担軽減（事業所間のケアプランデータ連携や
文書量半減を実現するICT導入への支援を拡充）

イ　認知症関連施策の推進
127億円（3年度：125億円）

〈一部科学技術振興費における対応〉
－　認知症の人への支援や認知症理解のための普及

啓発、認知症医療拠点の整備、認知症研究の推進
等を実施。

ウ　介護ロボットの開発・普及の加速化
5億円（3年度：5億円）

－　労働力の制約が強まる中、介護現場の生産性向
上を推進するため、介護事業者や開発企業向けの
相談窓口の設置、開発実証を行う企業に対するア
ドバイス等を行うリビングラボの設置、介護現場
における大規模実証フィールドを提供し、エビデ
ンスデータを蓄積しながら、介護ロボットの開
発・普及を加速化。

（３）年金
・　年金国庫負担

122,406億円（3年度：121,784億円）
－　基礎年金国庫負担（2分の1）等について措置。
－　足元の物価等の状況を勘案し、令和4年度の年

金額改定率を▲0.4%と見込んで計上。

（４）子ども・子育て
ア　 子育て家庭や女性を包括的に支援する体制の構築
及び児童虐待防止対策・社会的養育の推進

1,731億円（3年度：1,735億円）

－　ヤングケアラーについて、自治体による実態調
査・研修や、コーディネーターの配置・ピアサ
ポートなど自治体の先進的な取組を支援するとと
もに、当事者団体や支援団体のネットワークづく
りを支援する。（新規）

－　「民間団体支援強化・推進事業」を創設し、女
性が抱える困難な問題が多様化・複合化、複雑化
する中、多様な相談への対応や自立に向けた支援
を担う民間団体による地域における取組を支援す
る。（新規）

－　子ども食堂や子どもへの宅食等を行う民間団体
等と連携して、食事の提供やクーポン・バウ
チャーによる子育て支援等を通じた子どもの状況
把握を行うことにより、地域における子どもの見
守り体制の強化を支援する。（新規）

－　子どもの権利擁護を図る観点から、子どもの意
見・意向表明（アドボケイト）について先進的な
取組を行う自治体を支援する。

イ　母子保健医療対策の推進
－　新たに「性と健康の相談センター」を創設し、

不妊治療や出生前遺伝学的検査に係る相談対応
や、性や妊娠に係る科学的知見の提供など、性や
生殖に関する健康支援を行う。　9億円（新規）

－　予防のための子どもの死亡検証（Child Death 
Review）について、都道府県における実施体制を
検討するため、モデル事業として、関係機関によ
る連絡調整、データ収集・整理、検証・政策提言
を支援するとともに、国においてデータ・提言の
集約等を実施する。　3.2億円（3年度：2.3億円）

ウ　総合的な子育て支援
969億円（3年度：969億円）

－　待機児童の解消に向けた「新子育て安心プラ
ン」に基づき、保育の受け皿の整備を推進すると
ともに、保育士・保育現場の魅力向上等を通じた
保育人材の確保、保育補助者等の配置による保育
士の業務負担軽減等を図る。

－　保育所等における医療的ケア児等の受入体制の
整備に向けて、計画に基づき体制整備を進める市
町村への支援を強化する（補助率の嵩上げ：
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1/2→2/3）とともに、看護師等の複数配置を可
能とすることにより、支援体制を強化する。

エ　ひとり親家庭等の自立支援の推進
1,793億円（3年度：1,756億円）

－　ひとり親が就労し安定した収入を得て自立する
ことを支援するため、訓練中の生活費を支援する
高等職業訓練促進給付金の対象資格の拡充・訓練
期間の緩和の措置を令和4年度も継続するととも
に、訓練経費を支援する自立支援教育訓練給付金
の一部について上限額を引き上げる。

（５）障害者支援等
ア　地域生活支援事業等

518億円（3年度：513億円）
－　地方公共団体において、移動支援や意思疎通支

援などの障害児・者の地域生活を支援する事業に
ついて、地域の特性や利用者の状況に応じて実施。

イ　医療的ケア児等への支援
12億円（3年度：9億円）

－　地域における医療的ケア児への支援体制を充実
するため、医療的ケア児支援センターの設置を促
進し、相談体制の整備等を図る。

※　一部は上記の「地域生活支援事業等」の内数。

（６）労働・雇用環境の充実
ア　雇用調整助成金の特例措置等

5,843億円（3年度：6,273億円）
－　新型コロナ禍において雇用を維持する事業主を

引き続き支援。
※　雇用調整助成金：

5,490億円【労働保険特別会計】
（うち一般会計繰入177億円）

緊急雇用安定助成金（雇用保険被保険者以外の
短時間労働者に係る助成）：

62億円【一般会計】
新型コロナ対応休業支援金（休業手当を受給で
きない労働者への直接給付）：

253億円【労働保険特別会計】
（うち一般会計繰入0.6億円）

新型コロナ対応休業給付金（同上；雇用保険被
保険者以外）： 37億円【一般会計】

イ　在籍型出向の活用による雇用維持への支援
450億円（3年度：537億円）

－　成長分野等へ労働者が円滑に移動できる環境整
備を図るため、需要減少で人手が過剰な企業から
人手不足の企業への在籍型出向を引き続き支援。

【労働保険特別会計】

ウ　生産性向上、賃金引上げのための支援
12億円（3年度：12億円）

〈中小企業対策費における対応〉
－　最低賃金引上げに向けた生産性向上に取り組む

中小企業・小規模事業者を支援。

エ　人材育成・非正規労働者のステップアップ等の強化
1,019億円

－　デジタルなど成長分野を支える人材育成、非正
規労働者のステップアップ、円滑な労働移動等を
支援することにより、人への投資を推進。【労働
保険特別会計】

※　人材開発支援助成金：504億円
キャリアアップ助成金：268億円
教育訓練給付：96億円
特定求職者雇用開発助成金：150億円

（７） 水道施設の耐災害性強化等の推進
387億円（3年度：395億円）

〈一部公共事業関係費における対応〉
－　災害時等においても安定的に安全な給水を確保

するため水道施設の耐災害性強化を推進するとと
もに、水道事業体の運営基盤強化を図るため広域
化への取組等を支援。

（８）東日本大震災からの復興
・　医療保険制度等の保険料減免等に対する特別措置

49億円（3年度：50億円）
－　東京電力福島第一原発の事故により設定された避

難指示区域等に住所を有する被保険者等について、
引き続き、保険料等の減免を実施。今後、被保険
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者間の公平性等の観点から、適切な見直しを行う。
※　介護保険制度、障害福祉制度を含む。

（９）その他
ア　原爆被爆者の援護

1,226億円（3年度：1,183億円）
〈一部デジタル庁計上分を含む〉

〈一部科学技術振興費及びその他の事項経費に 
おける対応〉

－　原爆被爆者への援護施策として、医療の給付、
諸手当の支給などを引き続き実施するとともに、
広島「黒い雨」訴訟を踏まえた対応として、新た
に援護施策の対象となる方々に対して支援を行う。

イ　B型肝炎給付金
1,176億円（3年度：1,173億円）

－　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に
関する特別措置法に基づき、B型肝炎ウイルスの
感染被害を受けた方々への給付金等の支給に万全
を期すため、社会保険診療報酬支払基金に設置し
た基金に、毎年度当初予算で措置してきた572億
円に加え、給付金等の支給に必要な費用を積増し。

ウ　重層的支援体制整備事業の実施
261億円（3年度：116億円）

－　市町村による属性を問わない相談支援、多様な
参加支援の推進、地域づくりに向けた支援を一体
的に行う重層的支援体制整備事業の実施を促進す
るほか、都道府県による市町村への後方支援、国
による人材養成研修等を実施。

エ　生活困窮者等の自立支援の強化（住居確保給付金等）
594億円（3年度：555億円）

〈一部デジタル庁計上分を含む〉
－　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者に

対する包括的な相談支援や就労支援等を実施する
とともに、居住支援体制を強化。

－　生活困窮者の安定的な生活基盤を確保するた
め、住居確保給付金の支給や一時生活支援事業の
共同実施への支援を実施。

オ　自殺総合対策の推進
36億円（3年度：34億円）

〈一部その他の事項経費における対応〉
－　地域の実情に応じ地方公共団体や民間団体が実

施するSNS等の相談対応や相談員の養成等の取
組を支援するとともに、指定調査研究等法人にお
いて自殺未遂者レジストリ制度を構築。

８．社会保障制度改革の着実な実行
（１）全世代型社会保障改革の推進

○　現役世代の保険料負担の上昇を抑制するため、
後期高齢者の患者負担割合への一定の所得がある
方への2割負担の導入については、令和4年10
月1日から施行する。

○　現役世代への給付が少なく、給付は高齢者中
心、負担は現役世代中心というこれまでの社会保
障の構造を見直し、切れ目なく全ての世代を対象
とするとともに、全ての世代が公平に支え合う

「全世代型社会保障」の考え方は、今後とも社会
保障改革の基本である。今後、全世代型社会保障
構築会議等において、これまでの改革のフォロー
アップを行うとともに、全世代対応型の持続可能
な社会保障制度を構築する観点から、給付と負担
のバランス、現役世代の負担上昇の抑制、保険料
賦課限度額の引上げなど能力に応じた負担の在り
方等、社会保障全般の総合的な検討を進め、更な
る改革を推進する。

（２） 「改革工程表」等に沿った医療・介護制度
改革の着実な実行

令和4年度には団塊の世代が後期高齢者となること
を踏まえ、以下の改革項目について早急に取組み、具
体的かつ明確な成案を得ることをはじめ、「新経済・
財政再生計画　改革工程表」等に基づき改革を着実に
実行する。

（医療）
○　各都道府県において第8次医療計画（令和6年

度～令和11年度）の策定作業が令和5年度まで
かけて進められることとなるため、その作業と併
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せて、令和4年度及び令和5年度において、地域
医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関
の対応方針の策定や検証・見直しを求める。

また、検討状況については、定期的に公表を求
める。

○　毎年薬価改定を実施するなど、薬価制度の改革
をさらに推進し、薬剤流通の安定のために平成
12年度改定において設定された調整幅の在り方
について検討する。

○　保険者協議会の機能強化なども含めた医療費適
正化計画の在り方の見直しについて、「経済財政
運営と改革の基本方針2021」（令和3年6月18日
閣議決定）に基づき、令和6年度から始まる第4
期医療費適正化計画に対応する都道府県医療費適
正化計画の策定に間に合うよう、必要な法制上の
措置を講ずる。

○　国保連合会及び支払基金における医療費適正化
にも資する取り組みを着実に推進するための業務
の在り方や位置づけについて、「経済財政運営と
改革の基本方針2021」（令和3年6月18日閣議決
定）に基づき、令和6年度から始まる第4期医療
費適正化計画に対応する都道府県医療費適正化計
画の策定に間に合うよう、必要な法制上の措置を
講ずる。

○　かかりつけ医機能の明確化と、患者・医療者双
方にとってかかりつけ医機能が有効に発揮される
ための具体的方策について検討を進める。

○　都道府県のガバナンスを強化する観点から、現
在広域連合による事務処理が行われている後期高
齢者医療制度の在り方、生活保護受給者の国保及
び後期高齢者医療制度への加入を含めた医療扶助
の在り方について、中長期的課題として検討を深
める。

○　医療法人の事業報告書等をアップロードで届
出・公表する全国的な電子開示システムを早急に
整える。アップロードによる届出は令和4年3月
決算法人から開始する。

（介護）
○　介護事業所・施設の経営実態等について正確な

収益状況等を把握できるよう経営の「見える化」

を推進するため、事業報告書等のアップロードによ
る取扱いも含めた届出・公表を義務化し、分析で
きる体制を構築する。加えて、特別収益の財源及
び使途等に係る調査を実施して、より適切な実態
把握のやり方となるように介護事業経営実態調査
等を見直し、令和5年度調査に確実に反映させる。

○　一人当たり介護費の地域差縮減等に寄与する観
点から、都道府県単位の介護給付適正化計画の在
り方の見直しを含めたパッケージを国として示す
とともに、市町村別にその評価指標に基づき介護
給付適正化に係る取組状況を公表するなどの「見
える化」を確実に推進する。

また、調整交付金の活用方策について、第8期
介護保険事業計画期間における取組状況も踏まえ
つつ、引き続き地方団体等と議論を継続する。
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一般歳出及び社会保障関係費の推移
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（2011）
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（2015）

28年度
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元年度

（2019）

２年度
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３年度
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４年度

（2022）

一般歳出（左目盛）

社会保障関係費（左目盛）

社会保障関係費/一般歳出（右目盛）

（単位：億円）

（注１）計数は、当初予算ベースであり、それぞれ四捨五入している。
（注２）令和元年度、２年度の計数は、臨時・特別の措置を含んでいる。

2022年度予算について

社会保障
362,735
(33.7％)

地方交付税
交付金等
158,825
(14.8％) 公共事業

60,575
(5.6％)

文教及び
科学振興
53,901
(5.0％)

防衛
53,687
(5.0％)

その他
92,847
(8.6％)

債務償還費
160,733
(14.9％)

利払費等
82,660
(7.7％)

国債費
243,393
(22.6％)

一般歳出
673,746
(62.6％)

新型
コロナ対策
予備費
50,000
(4.6％)

一般会計
歳出総額

1,075,964
(100.0％)

一般会計歳出

（単位：億円）

2022年度予算について

（注１） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
（注２） 一般歳出における社会保障関係費の割合は53.8％。

（単位：億円）

区　　　　　分 2022年度

１．医療 121,903       

（１）国民健康保険 32,160        

（２）全国健康保険協会管掌健康保険 12,419        

（３）後期高齢者医療給付費負担金等 54,643        

（４）医療扶助費等負担金 14,203        

（５）その他 8,479          

２．年金 127,641       

（１）厚生年金 102,640       

（２）国民年金 19,089        

（３）その他 5,911          

３．介護 36,003        

（１）給付費負担金等 29,671        

（２）２号保険料国庫負担 2,644          

（３）その他 3,687          

４．福祉・その他 77,189        

（１）生活扶助費等負担金 13,402        

（２）児童手当・児童扶養手当 12,164        

（３）障害福祉サービス 19,901        

（４）子どものための教育・保育給付等 13,367        

（５）高等教育の無償化 5,196          

（６）雇用保険 847            

（７）その他 12,311        

（生活保護費再掲） 28,415

合　　　　　計 362,735       

 年金 ： 12.8兆円（35.2％）
 医療 ： 12.2兆円（33.6％）
 介護 ： 3.6兆円（9.9％）
 福祉・その他 ： 7.7兆円（21.3％）

社会保障関係費

食料安定供給関係費 12,701 （1.2％）
エネルギー対策費 8,756 （0.8％）
経済協力費 5,105 （0.5％）
中小企業対策費 1,713 （0.2％）
恩給関係費 1,221 （0.1％）
その他の事項経費 58,350 （5.4％）
予備費 5,000 （0.5％）

※「一般歳出」とは、歳出総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた
経費のこと。
※「基礎的財政収支対象経費」（＝歳出総額のうち国債費の一部を除いた
経費のこと。当年度の政策的経費を表す指標）は、837,166（77.8％）
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令和4年度社会保障関係費の全体像 令和４年度社会保障関係費の全体像

令和3年度
35.8兆円程度
医療費動向反映後

足元の医療費動向を
踏まえた医療費の減少
（国庫負担分）

▲700億円程度

令和４年度当初予算
36.3兆円程度

（対前年度＋4,400億円程度）

薬価等改定等 ▲1,600億円程度
後期高齢者医療の患者負担割合見直し ▲300億円程度
被用者保険の適用拡大等 ▲300億円程度
診療報酬（リフィル処方箋の導入） ▲100億円程度
診療報酬（一般診療等の特例的評価等） ▲300億円程度
診療報酬（その他本体改定） ＋300億円程度
処遇改善（保育等・障害） ＋300億円程度 等

制度改革・効率化
▲2,000億円程度

高齢化による増加分
＋3,900億円程度

いわゆる自然増
＋6,100億円程度 雇用調整助成金の特例

（労働保険特別会計へ繰入）
▲200億円程度

令和３年度
当初予算

35.8兆円程度

消費税増収分の活用
による社会保障の充実
＋1,200億円程度

医療情報化支援基金 ＋700億円程度
処遇改善（介護） ＋200億円程度
診療報酬（看護職員の処遇改善） ＋100億円程度
診療報酬（不妊治療の保険適用） ＋100億円程度
診療報酬（小児の外来診療の特例的評価） ▲200億円程度
新子育て安心プラン※1 ▲100億円程度
高等教育の無償化 ＋400億円程度 等

年金スライド分※2除く
＋6,600億円程度

年金スライド分※2除く
＋4,400億円程度

※１ 児童手当（特例給付）について、令和４年10月支給分から所得制限を導入することで、別途財源を確保。
※２ 令和４年度の年金額改定率（現時点での物価上昇率の推計を基にした予算積算上の値）は▲0.4％（▲400億円程度）

○ 令和４年度の社会保障関係費（36.3兆円程度）は、保育等・障害の処遇改善を行いつつ、診療報酬のメリハリあ
る改定や薬価等改定等により、その実質的な伸びについて「高齢化による増加分におさめる」という方針を達成。
（注）令和３年度社会保障関係費（足元の医療費動向を踏まえ医療費にかかる国庫負担分を減少させたベース：35.8兆円程度）と比較して、高齢
化による増加分＋3,900億円程度（対前年度比＋3,200億円程度）。このほか、社会保障の充実として、対前年度＋1,200億円程度。

令和4年度診療報酬・薬価等改定 令和４年度診療報酬・薬価等改定

＋０.４３％（国費＋292億円※）

① 看護職員の処遇改善(消費税増収分を活用) ＋0.20％
新型コロナ医療対応等を行う医療機関の看護職の給与の３％引上

げを実現。（9月までは１％引上げを補助金で対応）

② リフィル処方箋の導入 ▲0.10％
医療機関に行かずとも、一定期間内に処方箋を反復利用できる、

分割調剤とは異なる実効的な方策を構築し、患者負担を軽減。

③ 不妊治療の保険適用(消費税増収分を活用) ＋0.20％
保険適用により、適切な医療の評価を通じて、子供を持ちたいと

いう方々への、不妊治療に対する安心と安全を確保。

④ 小児の感染防止対策加算措置(医科分)の期限到来 ▲0.10％
歯科・調剤分については、引き続き感染防止等の対応に充当。

⑤ その他本体改定率 ＋0.23％
各科改定率 医科 ＋０.26％

歯科 ＋０.29％
調剤 ＋０.08％

① 薬価 ▲１.３５％（国費▲1,553億円）
※ うち、不妊治療の保険適用(消費税増収分を活用)

＋0.09％(国費＋45億円)

② 材料価格 ▲０.０２％（国費▲17億円）

診療報酬 薬価等

新型コロナ感染拡大により明らかになった課題等に対応するため、
診療報酬等に関し、良質な医療を効率的に提供する観点から、以下
の改革を着実に進める（大臣合意事項）。
① 看護配置７対１の入院基本料を含む入院医療の評価の適正化
② 在院日数を含めた標準化に資するDPC制度の算定方法の見直し

等の更なる包括払いの推進
③ 医師の働き方改革に関する加算の実効性を向上させる見直し
④ 外来の機能分化につながるよう、かかりつけ医機能に係る措置

の実態に即した適切な見直し
⑤ 費用対効果を踏まえた後発医薬品の調剤体制加算の見直し
⑥ 多店舗を有する薬局等の評価の適正化
⑦ 薬剤給付の適正化の観点からの湿布薬に対する処方の適正化

制度改革事項
(効率的な医療提供体制の整備等)

2014（H26） 2016（H28） 2018（H30） 2020（Ｒ2） 2022（Ｒ４）

診療報酬
改定率

＋0.1％ ＋0.49％ ＋0.55％ ＋0.55％ ＋0.43％

薬価等改定率 ▲1.36％ ▲1.33％〔▲1.82％〕 ▲1.45％〔▲1.74％〕 ▲1.00％〔▲1.01％〕 ▲1.46％〔▲1.37％〕

※消費税引き上げに伴う改定分は除く。薬価のみの改定（2019年度、2021年度）は除く。
（注）2016年度、2018年度、2020年度及び2022年度の〔 〕書きには、市場拡大再算定等の新たに行われた制度改革(2022年度は不妊治療の保険適用等)の影響を含む。

◆過去改定率の推移

※令和４年度予算額、以下同じ
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診療報酬における効率的な医療提供体制の整備等
診療報酬における効率的な医療提供体制の整備等

令和３年１２月２２日
大臣折衝事項（抄）

リフィル処方箋（反復利用できる処方箋）の導入・活用促進による効率化▲0.10％

症状が安定している患者について、医師の処方により、医療機関に行かずとも、医師及び薬剤師の適切な連携の
下、一定期間内に処方箋を反復利用できる、分割調剤とは異なる実効的な方策を導入することにより、再診の効率
化につなげ、その効果について検証を行う

（３）診療報酬・薬価等に関する制度改革事項

上記のほか、新型コロナ感染拡大により明らかになった課題等に対応するため、良質な医療を効率的に提供する
体制の整備等の観点から、次の項目について、中央社会保険医療協議会での議論も踏まえて、改革を着実に進め
る。

・医療機能の分化・強化、連携の推進に向けた、提供されている医療機能や患者像の実態に即した、看護配置７対１
の入院基本料を含む入院医療の評価の適正化

・在院日数を含めた医療の標準化に向けた、DPC制度の算定方法の見直し等の更なる包括払いの推進

・医師の働き方改革に係る診療報酬上の措置について実効的な仕組みとなるよう見直し

・外来医療の機能分化・連携に向けた、かかりつけ医機能に係る診療報酬上の措置の実態に即した適切な見直し

・費用対効果を踏まえた後発医薬品の調剤体制に係る評価の見直し

・薬局の収益状況、経営の効率性等も踏まえた多店舗を有する薬局等の評価の適正化

・OTC類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲の見直しなど、薬剤給付の適正化の観点からの湿布薬の処
方の適正化

雇用保険財政（令和4年度における保険料率及び国庫負担等）

雇用保険財政（令和４年度における保険料率及び国庫負担等）

雇用保険制度については、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19日閣議決定）等を踏まえ、令和4年度以降の雇用
保険制度の安定的な財政運営を図り、セーフティネット機能を十分に発揮するため、以下のとおりとする。

（１）雇用保険料
令和4年度に限り、失業等給付の雇用保険料を本則（0.8％）から引下げ、4月から9月は0.2％、10月から令和5年3月は0.6％とする。

（２）国庫負担
① 求職者給付

（ⅰ）雇用保険の財政状況及び雇用情勢に応じた国庫負担とするため、以下のとおりとする。
イ 労働保険特別会計雇用勘定の財政状況及び雇用情勢が一定の基準（注1）に該当する場合：現行の本則（1/4等）
ロ 上記以外の場合：現行の本則の10%

（注1）前々年度の各月における基本手当の受給者実人員の平均が70万人以上 かつ 前々年度の弾力倍率が1未満

（ⅱ）予算で定めるところにより、失業等給付等に要する費用の一部を国庫が負担することができることとする。
（注2）但し、雇用保険料が本則（0.8％）以上である場合若しくは次年度に本則となる見込みである場合又は積立金の状況や雇用保険財政

の状況に照らして必要と認める場合に限る。なお、本項に基づき負担した額は、（注１）の弾力倍率の計算に含めることとする。

② 育児休業給付等
同給付の収支状況等を踏まえ、現行の国庫負担を令和６年度末まで維持し、本則（1/8）の10%とする。

③ 求職者支援制度
雇用保険被保険者以外に対するセーフティネット機能を強化する観点から、令和4年度以降当分の間、国庫負担を本則（1/2）の10%

（現行）から55％とする。

（３）雇用保険臨時特例法
新型コロナ禍に対応するため、一般会計からの任意繰入及び雇用調整助成金等に係る一般会計負担について、令和4年度末まで可能とする。
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令和4年度における「社会保障の充実」（概要）
（単位：億円）

7

事 項 事 業 内 容
令和４年度
予算案

(参考)
令和３年度
予算額

国分 地方分

子ども・子育て支援
子ども・子育て支援新制度の着実な実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 474
育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）
・ 診療報酬改定における消費税増収分等の活用分
うち 看護職員の処遇改善
うち 不妊治療の保険適用（本体分）
うち 不妊治療の保険適用（薬価分）

・ 医療情報化支援基金

1,029
931
144
120
54

735

751
678
100
100
45

735

278
252
44
20
9
0

1,179
803
－
－
－
－

地域包括ケアシステムの構築
・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税増収分等の活用分（介護職員の処遇改善等）
・ 介護職員の処遇改善
・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824
1,196

313
534

549
604
153
267

275
592
160
267

824
1,196
－

534

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置 81 40 40 －

国民健康保険への財政支援の拡充

・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664
・ 保険者努力支援制度等 2,272 2,272 0 2,272

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700
70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 1,572 786 786 1,572
介護保険保険者努力支援交付金 200 200 0 200

難病・小児慢性
特定疾病への対応 難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 88 82 5 80
年金生活者支援給付金の支給 5,220 5,220 0 5,220

合 計 27,968 18,982 8,986 27,078

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（2.4兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.8兆円）の財源を確保。

（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。

（注４） 令和４年10月からの措置。

（注５） 令和３年度予算額の合計額は、令和３年度に措置した「新子育て安心プランの実施」223億円を含む。

（注６） 令和３年度補正予算において、当初想定していた消費税増収分2.8兆円が確保されたことを受け、令和３年度補正予算における介護の処遇改善（992億円）の一部にその増収分を充当した結果、令和３年度補正後予算に
おける「社会保障の充実」の額は2.8兆円となった。

（注５）

（注３）

（注４）

（注４）

（注６）

令和4年度における「新しい経済政策パッケージ」（概要）

事 項 事 業 内 容
令和４年度
予算案 国分 地方分

待機児童の解消

•「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿を
整備。

• 保育士の確保や他産業との賃金格差を踏まえた処遇改善に更に取り組む
（2019年４月から更に１％（月3000円相当）の賃金引上げ）。

722 358 364

幼児教育・保育の無
償化

• ３歳から５歳までの全ての子供たち及び０歳～２歳までの住民税非課税世帯の
子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園等の費用を無償化（2019年10月～）。 8,858 3,410 5,448

高等教育の無償化
• 少子化に対処するため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人材を
育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学支援（授業料等減免・
給付型奨学金）を着実に実施（2020年４月～）。

5,601 5,196 405

介護人材の処遇改
善

• リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を目指し、経験・技
能のある介護職員に重点化を図りつつ、介護職員の更なる処遇改善を実施。こ
の趣旨を損なわない程度で、介護職以外の職員の処遇改善も実施（2019年10
月～）。

1,003 506 496

合 計 16,184 9,471 6,714

（注１）金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２）「子育て安心プラン」の実現に必要な企業主導型保育事業（幼児教育・保育の無償化の実施後は、３歳から５歳までの子供たち及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供たちの企業主導型保育事業の利用者負担を
助成する事業を含む。）と保育所等の運営費（０歳から２歳までの子供に相当する部分）には、別途、事業主が拠出する子ども・子育て拠出金を充てる。

（注３）就学前の障害児の発達支援についても、併せて無償化を行う。

（注４）障害福祉人材について、介護人材と同様の処遇改善を行う観点から対応を行う。

（単位：億円）

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、安定財源として、2019年10月に予定される消費税率10％への引上げによる財源を活用する。消費税
率の２％の引上げにより５兆円強の税収となるが、この増収分を教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等と、財政再建とに、それぞれ概ね半分
ずつ充当する。前者について、新たに生まれる1.7兆円程度を、本経済政策パッケージの幼児教育の無償化、「子育て安心プラン」の前倒しによる待機児童の
解消、保育士の処遇改善、高等教育の無償化、介護人材の処遇改善に充てる。これらの政策は、2019年10月に予定されている消費税率10％への引上げを
前提として、実行することとする。

新しい経済政策パッケージについて（平成29年12月８日閣議決定）（抜粋）

（参考）
令和３年度
予算額

722

8,858

5,208

1,003

15,791

令和４年度における「新しい経済政策パッケージ」（概要）

（注３）

（注４）

（注２）
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令和4年度の消費税増収分の使途について

○基礎年金国庫負担割合２分の１
（平成24・25年度の基礎年金国庫負担割合２分の１の差額に係る費用を含む）

○社会保障の充実
・幼児教育・保育の無償化
・高等教育の無償化
・子ども・子育て支援新制度の着実な実施
・医療・介護サービスの提供体制改革
・医療・介護保険制度の改革
・難病・小児慢性特定疾病への対応
・年金生活者支援給付金の支給 等

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、年金、子育て支援等についての物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減
・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない既存の社会保障費

〈令和４年度消費税増収分の内訳〉（公費ベース）

3.5兆円

4.01兆円

0.63兆円

《増収額計：14.3兆円》

5.8兆円

令和４年度の消費税増収分の使途について

（注１）増収額は、軽減税率制度による減収影響を除いている。
（注２）使途に関しては、総合合算制度の見送りによる4,000億円を軽減税率制度の財源としている。
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